
損失係数測定システム AS-14PA5

AS-14PA5
損失係数測定システム
制振材料は、自動車や家電製品などから発生する振動や騒音の
低減に効果を上げています。損失係数測定システムを用いることで、
損失係数（制振材料の振動を抑える性能）を測定することができます。

本システムでは、中央加振法および片持梁法による損失係数の測定が可能です。
恒温槽の自動制御機能に対応しており、損失係数の温度特性測定に要する手間
を大幅に低減することができます。

片持梁試験機

片持梁試験機で制振材料試験片の上端を固定し下端を加振

片持梁法

中央加振法
加振器で制振材料試験片の中央を加振

パワーアンプ

加振器

制振材料試験片
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当社は、認定基準としてISO/IEC 17025を用い、認定スキームをISO/
IEC 17011に従って運営されているJCSSの下で認定されています。
JCSSを運営している認定機関（IAJapan）は、アジア太平洋認定協力
機構（APAC）及び国際試験所認定協力機構（ILAC）の相互承認に署名
しています。当社の品質保証課は、国際MRA対応JCSS認定事業者です。
JCSS0197は品質保証課の認定番号です。

測定結果例

●制振材料の損失係数η、ヤング率E、せん断弾性係数Gを算出
　周波数スイープした加振信号を与え、加振力と速度の周波数応答関数から演算
●制振材料試験片の設置位置を中央にガイドする治具を付属（中央加振法）
●周波数応答関数ピークのオートサーチ機能
●オート測定機能
　FFT分解能が不足している場合には、自動で再分析を実行
●ナイキスト線図と周波数応答関数の二重モニタ機能
●制振材料単独の損失係数算出機能
　基材と制振材料が接着されている試験片でも、その試験片と基材単独の測定結果から演算
●恒温槽の自動制御機能
　損失係数の温度特性測定の省力化を実現

ナイキスト線図と周波数応答関数の二重モニタ機能

周波数応答関数ピークのオートサーチと損失係数の算出

使用事例

中央加振法システムと片持梁法システムの特長

適合規格・参考文書

 中央加振法システム 片持梁法システム
損失係数の測定下限値 ～10-4 ～10-3

測定周波数範囲 5 Hz～5000 Hz 3 Hz～1000 Hz
試験環境温度範囲 -20～+80 ℃ -40～+150 ℃
試験片の固定方法 接着剤など クランプ式

JIS G 0602:1993 制振鋼板の振動減衰特性試験方法 
JIS K 7391:2008 非拘束形制振複合はりの振動減衰特性試験方法

自動車・住宅建材・家電製品・OA機器などに使用される、制振鋼板・制振合金、合成樹脂・CFRP・ゴム・アスファルト・
合わせガラスなどの損失係数測定

システムの主要機能


